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今月の景気判断 ～関西経済は弱い動きがみられる

現状 前月

弱い動きがみられる －

２．生産 減少している －

３．輸出 弱含んでいる 横ばい圏で推移している

４．設備投資 増加基調 －

５．雇用 横ばい圏で推移している －

６．賃金 弱含んでいる －

７．個人消費 増税後、駆け込みの反動減がみられる －

８．住宅投資 横ばい圏で推移している －

９．公共投資 前年比で増加 －

（注） シャドー部分は前月と比較して見方を変更した項目 　　　

　　 前月のコメントが現状と同じ場合は－と表記

１．景気全般

項目

【今月のポイント】
◼ 生産、輸出といった企業部門の

主要項目で弱い動きがみられる。

◼ 11月の名目賃金は、前年比で
4ヶ月連続の減少。

◼ 1月の免税店売上は、春節の月
ズレ（昨年2月→今年1月）により
前年比で大幅増となった。

◼ 1月に関西国際空港を利用した
外 国 人 旅 客 数 は 、 前 年 比 ＋
4.2％の142万人。1月としては
過去最高となった。

◼ インバウンド関連の指標は前年
比プラスの良好な結果となった
が、1月下旬以降は新型コロナ
ウイルスの影響で弱くなってい
る模様であり、2月の急減が懸
念される。
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1. 景気全般 ～弱い動きがみられる（先行き：緩やかに持ち直し）

⚫ 11月の関西の景気動向指数・CI一致指数は、鉱工業生産指数、耐久消費財出荷指数、生産財出荷
指数、有効求人倍率などがマイナス寄与となり、前月差－2.1ポイントの91.2と2ヶ月連続で低下した。

景気動向指数（CI一致指数）

（出所） 内閣府「景気動向指数」、大阪府「近畿地区景気動向指数の動き」
（注） 近畿景気動向指数の採用系列は、鉱工業生産、耐久消費財出荷、生産財出荷、有効求人倍率、百貨店販売額、輸入通関額、所定外労働時間（製造業）の7系列
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1. 景気全般

⚫ 景気ウォッチャー調査によると、1月の関西の現状判断DI（季節調整値）は、前月差＋0.7ポイントの
40.9と上昇した。消費税率引き上げ前の駆け込みの反動減がやわらいできたが、暖冬による冬物販
売の不振などから、水準は低い。

⚫ 先行き判断DI（季節調整値）は、同－5.2ポイントの39.9と低下し、12ヶ月連続で50を下回った。新型コ
ロナウイルス問題の経済活動への悪影響が懸念されている。

（出所） 内閣府「景気ウォッチャー調査」
（注） DIは季節調整値
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1. 景気全般

⚫ 関西企業の景況感について日銀短観12月調査を見ると、業況判断DIは全産業(全規模)で＋2と9月
調査より3ポイント悪化した。

⚫ 製造業（全規模）は9月調査より3ポイント悪化、繊維、鉄鋼、金属製品等が悪化した。非製造業（全規
模）は前回より1ポイント悪化、小売、宿泊・飲食サービスなどが悪化した。

⚫ 先行きについては、全産業、製造業、非製造業ともに悪化が見込まれている。

（出所） 日本銀行大阪支店「企業短期経済観測調査（近畿地区）」

業況判断DI（関西・全規模）
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（コメント、グラフ共に前号から変更なし）
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1. 景気全般 ～短観：収益動向

⚫ 日銀短観12月調査によると、関西企業の19年度の経常利益は全産業で前年比－8.9%と減少が見込
まれている（9月調査から下方修正）。

⚫ うち製造業は同－14.0%、非製造業は同－1.2%で、製造業の減益幅が大きい。

関西企業の経常利益（日銀短観）

（出所） 日本銀行大阪支店「短観」
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（コメント、グラフ共に前号から変更なし）
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1. 景気全般 ～法人企業統計：経常利益

⚫ 関西企業の収益動向について法人企業統計を見ると、2019年7～9月期の大企業の経常利益（全産
業）は、前年比－1.0%と2四半期連続で減少した。非製造業が同＋6.6%と4四半期連続で増加したが、
製造業が同－6.6%と3四半期連続で減少した。

（出所） 近畿財務局「法人企業統計調査」
（注） 資本金10億円以上の法人（除く金融・保険）
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（コメント、グラフ共に前号から変更なし）
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2. 生産～減少している（先行き：緩やかに持ち直し）

⚫ 関西（2府4県）の12月の鉱工業生産は前月比＋4.4％と2ヶ月ぶりに増加したが、均してみると減少し
ている。生産用機械、電子部品デバイスなどが前月比で増加したが、水準は低い。

（出所） 近畿経済産業局「鉱工業生産動向」、経済産業省「鉱工業指数」
（注） 生産（全国）の「△」は製造工業生産予測調査結果に基づく予測
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2. 生産

鉱工業生産前月比と業種別寄与度

（出所） 近畿経済産業局「鉱工業生産動向」
（注） 凡例の括弧内の数字は付加価値ウエイト（鉱工業＝10,000）

（出所） 近畿経済産業局「鉱工業指数」
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2. 生産

業種別生産

⚫ 業種別にみると、生産用機械、電子部品・デバイスなどが増加した。
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3. 輸出 ～弱含んでいる（先行き：横ばい）

⚫ 1月の関西の実質輸出（季節調整値）は前月比－7.1％と3ヶ月ぶりに低下し、均してみると弱含んでい
る。

（出所） 日本銀行大阪支店「実質輸出入」
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3. 輸出

⚫ 1月の名目輸出額（原数値）は、前年比－3.6％と4ヶ月連続で減少した。地域別ではアメリカ、 EU、中
国、アジア（含む中国）が4ヶ月連続で減少した。品目別にみると建設用・鉱山用機械（同－31.6％）、
鉱物性燃料（同－23.9％）などが減少した。

（出所） 大阪税関「近畿圏貿易概況」

名目輸出（地域別寄与度） 名目輸出（品目別寄与度）

（出所） 大阪税関「近畿圏貿易概況」
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4. 設備投資 ～増加基調（先行き：増加基調）

⚫ 法人企業統計によると2019年7～9月期の関西の大企業の設備投資（ソフトウェアを含む）は前年同
期比＋7.4%と2四半期ぶりに増加した。製造業は増加（同＋27.1％）、非製造業は減少（同－9.4％）
となった。季節調整値（MURC試算）の動きを見ると、増加基調となっている。

設備投資の前年比伸び率（全産業、%）

（注） 関西は資本金10億円以上の大企業の単純合計値の伸び率
（出所） 財務省「法人企業統計調査」

（注） 季調はMURC

（出所） 財務省「法人企業統計調査」
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4. 設備投資

⚫ 日銀短観12月調査によると、関西の19年度の設備投資は、全産業で前年比＋6.7％（9月調査同＋
7.1％）と増加が見込まれている。業種別の内訳を見ると、製造業は同＋10.7％（同＋11.3％）、非製
造業は同＋3.8％（同＋4.1％）となっている。

（出所） 日本銀行大阪支店「短観」
（注） 設備投資は含む土地投資額
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5. 雇用 ～横ばい圏で推移している （先行き：横ばい）

⚫ 10～12月期の関西の完全失業率（季節調整値）は前期差＋0.2ポイントの2.5%となった。就業者数
（季節調整値）は1,064万人と前期同水準となった。関西の雇用は均してみると横ばい圏で推移してい
る

失業率と就業者数（季節調整値）

（出所） 総務省「労働力調査」
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5. 雇用

⚫ 12月の関西の有効求人倍率は1.59倍と小幅上昇した。有効求人数は前月比＋1.7％と3ヶ月ぶりに
増加し、有効求職者数は同－0.02％と小幅低下した。

⚫ 有効求人倍率に先行する新規求人倍率は2.58倍と2ヶ月ぶりに上昇した。新規求人数は前月＋7.4％
と増加し、新規求職申込件数は同＋0.8％と増加した。

有効求人倍率と新規求人倍率

（出所） 厚生労働省「一般職業紹介状況」

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

14 15 16 17 18 19

有効求人倍率（関西）

新規求人倍率（関西）

有効求人倍率（全国）

新規求人倍率（全国）

（倍、季節調整値）

（年、月次）

1.59

2.58



16 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

LINE 本文ページ

6. 賃金 ～弱含んでいる （先行き：緩やかに持ち直し）

⚫ 11月の関西の名目賃金指数（現金給与総額：MURC試算）は、前年比－0.2％と4ヶ月連続で減少した。
関西の賃金指数は弱含んでいる。

名目賃金指数（現金給与総額）

（出所） 厚生労働省、各県「毎月勤労統計」
（注） 関西2府4県の名目賃金指数を常用労働者数で按分し合成したもの、MURC試算

※奈良県は統計の不適切処理により５月分以降公表停止中。
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7. 個人消費～増税後、駆け込みの反動減がみられる（先行き：緩やかに持ち直し）

⚫ 12月の商業動態統計調査6業態の販売額の合計は、百貨店・スーパー、家電、ホームセンターがマイ
ナスに寄与し、前年比－2.6％と3ヶ月連続で減少した。

6業態小売販売額

（出所） 経済産業省「商業動態統計」
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7. 個人消費

⚫ 12月の関西の百貨店販売額（全店）は、暖冬や消費税率引き上げ前の駆け込みの反動もあって前年
比－4.3%と3ヶ月連続で減少した。

⚫ 12月のスーパー販売額（全店）も、同－3.2％と3ヶ月連続で減少した。

（出所） 経済産業省「商業動態統計」

百貨店販売額（全店） スーパー販売額（全店）

（出所） 経済産業省「商業動態統計」
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7. 個人消費

⚫ 1月の百貨店売上（大阪、京都、神戸）は、前年比－3.4％と4ヶ月連続で減少した。今年の春節が1月

であったことからインバウンド消費は前年比で大幅増となったが、暖冬による冬物衣料の不振や新型
肺炎問題が下旬の来客数に影響した。

⚫ 大阪、京都、神戸の百貨店売上から免税店分を除いた国内向け売上（MURC試算）は、同－6.0％と
4ヶ月連続で減少した。

百貨店売上（大阪、京都、神戸）

（出所） 日本銀行大阪支店「百貨店免税売上（関西地域）」、日本百貨店協会
（注） 百貨店売上（除免税）はMURCの試算
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＜cｆ. インバウンド＞

⚫ 1月の百貨店免税売上（大阪、京都、神戸の主要店）は、春節の月ズレ（昨年2月、今年1月）により前
年比＋24.2％と4ヶ月ぶりに増加し、高い伸びとなった。

⚫ 1月に関西国際空港を利用した外国人旅客数は、同＋4.2％の142万人。1月下旬から新型コロナウイ
ルスの影響が出たが、月間合計では前年を上回り、1月としては過去最高となった。

百貨店免税売上（大阪、京都、神戸） 関西国際空港 外国人旅客数
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⚫ 1月の関西の新車登録台数（乗用車、含む軽）は、消費増税後の消費抑制や駆け込み需要の反動減
などもあって、前年比－12.7％と4ヶ月連続で減少した。

⚫ 普通車（同－11.3％）、小型車（同－14.4％）、軽自動車（同－13.0％）のいずれも4ヶ月連続で減少し
た。

7. 個人消費

新車登録台数

（出所） 日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会
（注） 乗用車新規登録・届出台数は2府4県分、含む軽
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⚫ 消費者マインドを表す消費者態度指数（季節調整値：MURC試算値）は、18年は横ばいで推移した後、
19年に入り低下基調が続いていたが、同年10月以降、持ち直しの動きがみられる。

7. 個人消費

消費者態度指数（二人以上の世帯、季節調整値）

（出所） 内閣府「消費動向調査」
（注） 関西の季節調整値はMURCの試算値
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8. 住宅投資 ～横ばい圏で推移している（先行き：横ばい）

⚫ 12月の関西の住宅着工戸数は、季調済年率（MURC試算）で前月比＋14.3％の15.1万戸と3ヶ月ぶ
りに増加したが、均してみると横ばい圏で推移している。

⚫ 原数値の前年比は＋6.0％と5ヶ月ぶりに増加した。持家、貸家は減少したが、分譲マンションが大幅
増となった。

住宅着工

（出所） 国土交通省「建築着工統計」
（注） 新設住宅着工戸数の季節調整は当社にて実施
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9. 公共投資 ～前年比で増加 （先行き：増加）

⚫ 1月の関西の公共工事請負額（年度累計額）は、前年比＋1７.１％の増加となった。国、独立行政法人、
都道府県、市区町村、その他が増加した。

請負者別

（出所） 保証事業会社協会、北海道建設業信用保証(株)、東日本建設業保証(株)、西日本建設業保証(株)「公共工事前払金保証統計」
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（注） 関西は滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山の2府4県。地方は都道府県と市区町村、その他は独立行政法人、地方公社、その他を含む
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